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『鋼構造許容応力度設計規準』[第 1 版] 正誤表 

 

*「修正刷」の欄は、以下を表す。 
1：第 1 刷のみの修正 
1，2：第 1 刷，第 2 刷の修正 

修正
刷 修正箇所 誤 正 

1 11頁 22行目 C：許容曲げ応力度の補正係数 C：弾性横座屈モーメントの補正係数 

1 26頁 22行目 0.73E／F 倍以下     倍以下 

1 52頁 1 行目 

 

 
［注］上付きの「2」が欠落 

 

 
［注］上付きの「2」を追記 

1 52頁  10行目 

 

 

［注］Ib は誤記 

 

 
［注］lb に修正 

1 52頁  18行目 
 

［注］0.434，Ib は誤記 

 

［注］0.433，lb に修正 

1 57頁  13行目 幅 r1，半径 r2の円筒 幅 b，半径 r1，r2の円筒 

1 

57頁 表5.2.1 

M16の「軸部断

面積」 

204 201 

1 

68頁 表7.1.1 

基準疲労強さ

が 65(N/mm2)

の「変動振幅」 

21(4.4×107) 21(5.6×107) 

1 71頁 12行目 中立軸の上下が対象な鉄骨梁 中立軸の上下が対称な鉄骨梁 

1 
72頁 

7～ 8行目 

a）走行速度 60m/min 以下での軽微なもの 

b）走行速度 60m/min 以下での一般クレー

ン 

a）走行速度 60m/min 以下で軽微なもの 

b）走行速度 90m/min 以下の一般クレーン 

1 
80頁 

(10.4.5)式 

 

［注］＋が欠落 ［注］＋を追記 
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1 

82頁 

(10.6.3)式 

(10.6.4)式 
 

［注］l1は誤記 

 
 
 
 
  
［注］l2に修正，条件を追記 

1 

83頁 

図10.6.1 

(a) (b)内 

 
［注］l2は誤記 

 
［注］l1に修正 

1 
84頁 

(10.6.6)式 

𝐾 ≧ 4.0
𝑀!

𝑖"ℎ
 

［注］𝑖"は誤記 

𝐾 ≧ 4.0
𝑀!

𝑙"ℎ
 

［注］𝑙"に修正 

1 
96頁 

(11.7.1)式 

       
［注］γ は誤記 

 
［注］γ を削除 

1 
123頁 

(17.2.1)式  
［注］＋は誤記 

 
［注］— に修正 

1 
123頁 

4～ 5行目 

B：ベースプレートの幅 
D：ベースプレートのせい 

B：構面直交方向ベースプレートの幅 
D：構面方向ベースプレートの幅 

1 

123頁 

図17.2.2 

上図 

 
 
 
 
 
 
 
 

［注］B，D の記号が逆 
 

［注］B，D の記号を入替え 

1 
123頁 

図17.2.3 

 
［注］dc は誤記 

 
［注］D/2 に修正 
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1 
124頁 

図17.2.4のタ

イトル 

図 17.2.4 中立軸位置の計算図表 図 17.2.4 中立軸位置の計算図表（n = 15

の場合） 

1 
125頁 

(17.1)式の式

番号 

(17.1) (17.2.2) 

1 130頁 19行目 

 
 

 
［注］b は誤記 

 
 
 

［注］d に修正 

1 135頁 9 行目 所用断面二次モーメント 所要断面二次モーメント 

1 
136頁 

参考文献１） 
拓也 琢也 

1 

184頁 

表(1)(2) 

「軸部断面積」

「ねじ部有効断

面積」の単位 

(mm) (mm2) 

1 

2 

76頁  

図9.1.2(c) 

 

 

 

 

 

 

［注］b の取り方 
（自由端からフランジ全幅の中央までは

誤記） 

 

 

 

 

 

 

［注］b の取り方 
（自由端から最も近い接合要素までに 

修正） 

1 

2 

137頁 8行目 

139頁 7行目 

141頁 7行目 

143頁 7行目 

145頁 7行目 

147頁 7行目 

149頁 7行目 

151頁 7行目 

付表１.2 

付表１.1 

付表１.4 

付表１.3 

付表１.6 

付表１.5 

付表１.8 

付表１.7 

付表１.1 

付表１.2 

付表１.3 

付表１.4 

付表１.5 

付表１.6 

付表１.7 

付表１.8 

1 

2 

158頁 表中 

159頁 表中 

Ip 
ip 

［注］下添字の p は誤記 

Iv 
iv 

［注］下添字を v に修正 
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内

表 8.1.1 中目厚比 (b/ι,α /ι)の制限値

は 2次部材に対 して
SpecifiCation for the Design,FabricatiOn & Erection of Structural Steelfor BuildingS
Specification for Steel Railway Bridges,AREA,Chicago,1963.Light Gage Cold Formed Steel Design Manual,AISI,New York, 1962.Standard SpecificationS fOr Highway Bridges, AASHO,Washington
DoC。,1961.
The USe of Structural Steel in Building,BSI, London, 1959.
Blatt Ⅱ, Beuth―Vertrieb,Deutscher Norrnenausschuss, Berlin, 1952.
N.S, Streletsky, Metal Structures, MOSCOw, 1961.
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を乗 じて算定すればよい。
ただし,幅厚比は(8.3)式 に示す1.6VE/F以下にする必要はない。
(3)記号の説明中にある板幅のとり方について例示する 〔図 8.1.2〕 。 2縁で支持される板の板

幅αのとり方については,本会の他指針とは異なっていることに注意する必要がある。本規準に
おいては,周辺単純支持された平板の座屈を基本としているため,フ ィレット部, コーナー部,溶
接部などを除く平板部のみで板幅をとることとしている。

門「＝＝＝Ｊ＜ｃ＞　図８．‐．２

」

卜b刊

図 8.1.3 無効部分のとり方


